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２０２５年度事業計画 

 

 

Ⅰ．航空業界の現状と課題 

航空業界は新型コロナウイルス感染症の影響からの回復基調にあり、2024 年

における国内定期航空輸送の旅客数は、幹線が 4,612 万人で前年比 3.7％増、

ローカル線が 6,090 万人で前年比 2.3％増、全体 10,702 万人で前年比 2.9％増

であり顕著な回復傾向が見られます。特に国際線では、近距離アジア路線が好

調で、訪日外国人は 3,687 万人で過去最高を記録しました。 

その一方では燃油価格の高騰、物価上昇、人材不足など、経営を圧迫する要

因が継続しているところです。 

また、頻発する地震などの自然災害や航空機事故の発生を受け、空港を利用

する人の安全・安心を確保する必要があります。 

（注）・ 「幹線」とは、新千歳、東京（羽田）、東京（成田）、大阪、関西、福岡、

沖縄（那覇）の各空港を相互に結ぶ路線、「ローカル線」とは、これ

以外の各路線。 

参考・2019 年航空輸送統計速報国内定期航空輸送旅客数は、幹線 4,466 万人、

ローカル線 6,212 万人、全体 10,678 万人。 

 

Ⅱ．2025 年度 重点活動 

 安全・利便性・環境対応のバランスを取りデジタル技術の活用を進め、持続

可能な成長をめざします。利用者、事業者、地域社会に取って価値ある活動を

目指します。 

 

1. 安全・安心の確保 

(1) 災害への備え 

2024 年 5 月被災空港の持つノウハウを蓄積・継承する役割を担いつつ経験の

無い空港にも横展開することを目的とした A2-BCP の改訂が行われました。 

A2-BCP を踏まえ空港利用者の安全・安心の確保に取組みます。 

(2) 保安検査主体の移行 

2024 年 11 月から検査主体の移行に関連する実務者検討会が設置されていま

す。協会として厳格な保安検査の実施、旅客利便の確保について協力します。 
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(3) サイバーセキュリティの強化 

2024 年末から 2025 年の初めにかけて、日本航空や三菱 UFJ 銀行など 7 社を

超える国内の大企業へサーバーをダウンさせる DDoS（Distributed Denial of 

Service、分散型サービス妨害）攻撃が行われ、サービスへの障害が発生しま

した。空港利用者の利便を考慮してサイバーセキュリティへの強化に取組みま

す。 

 

2. 航空旅客の利便性の向上 

(1) ユニバーサルデザインへの対応 

ユニバーサルデザインは、年齢や性別、障がいの有無や言語の違いにかかわ

らず、幅広い利用者を対象に製品や機器、サービス、環境をデザインすること

を指します。訪日外国人、高齢者や障害者を含め航空利用者が快適な移動のた

めのサービス、環境の充実を図ります。 

 

3. 持続可能な成長 

(1) 空港の脱炭素化の推進 

2030 年度までに、省エネ・再エネ導入により、各空港において温室効果ガス

排出量46％以上の削減（2013年度比）を目指すとともに、再エネ導入ポテンシ

ャルを最大限活用することにより、空港全体において、カーボンニュートラル

の高みを目指すとされています。 

空港ターミナル事業や空港運営において、温室効果ガス排出の削減、再生可

能エネルギーの導入の推進に取り組みます。 

(2) 人材不足への対応 

航空業界は、新型コロナの影響により大きな打撃を受けました。 

多くの従業員が離職して航空需要が徐々に回復する中、人材不足が深刻化し業

務運営に支障をきたす場面が発生しました。 

各事業者等の取組みにより概ね必要な人材は確保されていますが、政府が目

標とする訪日 6,000 万人を迎えるには、人材の確保が必要です。 

航空業界の持続可能な成長に向け関係者と協力して人材の確保等に取組みま

す。 

(3) DX の推進 

航空分野は、DX が遅れている分野と言われています。 

DX 化は業務効率化とコスト削減、人材不足の解消、安全性の向上、顧客満足

度の向上に不可欠な要素です。 

DX を推進し持続可能な成長を目指します。 
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Ⅲ．常設委員会 

常設する、総務委員会、CS 委員会、保安防災委員会、施設・技術委員会、地

域振興委員会の 5 委員会において、概ね年 4 回の委員会を開催して委員会の活

動に取組みます。 

なお、セミナー等を開催する委員会においては、重点活動や直面する課題を

テーマとしたセミナー等を企画し開催します。 

また、関係する政策等に対応し、会員への有益な情報の入手・共有、航空局

等との意見・情報交換等を行います。 

 

Ⅳ．空港運営事業者懇談会 

 基本施設に係るメンバー同士の情報共有や意見交換、またコンセッション会

社の悩みについての意見交換を行います。また、航空はもとより航空分野以外

における先進事例についての技術提案の機会を設けます。また、国や県などと

のコンセッションに関する意見交換について検討します。 

 

Ⅴ．会員サービス及び広報活動 

協会会員のためのサービスを充実させることに努め、機関誌等の定期発行を

行い協会の事業を多くの方に知っていただくよう広報を行います。 

   ・会員向け協会保険制度 

   ・機関誌「Air Terminal」 

   ・全国空港事業者要覧の発行等 

 

Ⅵ．航空関係事業者及び関係団体との連携 

 定期航空協会、空港グランドハンドリング協会、中央大学研究開発機構秋山

研究室等関係団体と連携を図り、協会の取組みをより有用なものとします。 

 

Ⅶ．その他の活動 

移動円滑化評価会議や（公社）日本観光振興協会等国等が主催する各種会議

への出席、空港事業に関する情報の入手・共有を図ります。 

 


